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◇ 平方幼稚園入園に関する現行規定  

 

●上尾市立幼稚園管理規則（昭和６２年上尾市教育委員会規則第７号） 

（入園） 

第３条 幼稚園に入園することのできる者は、市内に住所を有する満４歳から小学校就学の始期に

達するまでの幼児とする。 

２ 前項に規定する幼児の保護者は、その幼児を入園させようとするときは、上尾市立幼稚園入園

申込書（第１号様式）を園長に提出しなければならない。 

３ 園長は、前項の規定による入園の申込みが前条の表に定める定員を超過したときは、入園者の

選抜を行うことができる。 

４ 園長は、上尾市教育委員会（以下「委員会」という。）の承認を得て、入園を許可するものとす

る。 

５ 園長は、前項に規定する許可をしたときは、当該保護者に対し、上尾市立幼稚園入園許可書（第

２号様式）により通知するものとする。 

６ 園長は、幼稚園に入園することが不適当であると認めるときには、入園を許可しないものとす

ることができる。 

 

 
 

◇ 関係法令  
 

●東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平成二十三年法律第四十号） 

（定義） 

第二条 

２ この法律において「特定被災地方公共団体」とは、青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、

栃木県、千葉県、新潟県及び長野県並びに東日本大震災による被害を受けた市町村で政令で定め

るものをいう。 

３ この法律において「特定被災区域」とは、東日本大震災に際し災害救助法（昭和二十二年法律

第百十八号）が適用された市町村のうち政令で定めるもの及びこれに準ずる市町村として政令で

定めるものの区域をいう。 

 

 

●東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律第二条第二項及び第三項の
市町村を定める政令 （平成二十三年政令第百二十七号） 

（特定被災地方公共団体）  

第一条 東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律 （次条において「法」

という。）第二条第二項の政令で定める市町村は、別表第一のとおりとする。  

（特定被災区域）  

第二条 法第二条第三項の災害救助法（昭和二十二年法律第百十八号）が適用された市町村のうち

政令で定めるものは、別表第二のとおりとする。  

２ 法第二条第三項のこれに準ずる市町村として政令で定めるものは、別表第三のとおりとする。  

附 則  

 この政令は、公布の日から施行する。  
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別表第一（第一条関係）  
青森県 八戸市 三沢市 上北郡おいらせ町 三戸郡階上町 

岩手県 宮古市 大船渡市 花巻市 久慈市 遠野市 一関市 陸前高田市 釜石市 奥州市 岩手
郡滝沢村 紫波郡矢巾町 東磐井郡藤沢町 気仙郡住田町 上閉伊郡大槌町 下閉伊郡山田
町 同郡岩泉町 同郡田野畑村 同郡普代村 九戸郡野田村 同郡洋野町 

宮城県 仙台市 石巻市 塩竈市 気仙沼市 白石市 名取市 角田市 多賀城市 岩沼市 登米市 
栗原市 東松島市 大崎市 刈田郡蔵王町 柴田郡大河原町 同郡村田町 同郡柴田町 同
郡川崎町 亘理郡亘理町 同郡山元町 宮城郡松島町 同郡七ケ浜町 同郡利府町 黒川郡
大和町 同郡大郷町 同郡富谷町 同郡大衡村 遠田郡涌谷町 同郡美里町 牡鹿郡女川町 
本吉郡南三陸町 

福島県 福島市 郡山市 いわき市 白河市 須賀川市 相馬市 二本松市 田村市 南相馬市 伊
達市 伊達郡桑折町 同郡国見町 同郡川俣町 岩瀬郡鏡石町 同郡天栄村 耶麻郡猪苗代
町 西白河郡西郷村 同郡泉崎村 同郡中島村 同郡矢吹町 東白川郡棚倉町 石川郡玉川
村 同郡浅川町 同郡古殿町 田村郡小野町 双葉郡広野町 同郡楢葉町 同郡富岡町 同
郡川内村 同郡大熊町 同郡双葉町 同郡浪江町 同郡葛尾村 相馬郡新地町 同郡飯舘村 

茨城県 水戸市 日立市 土浦市 石岡市 常総市 常陸太田市 高萩市 北茨城市 笠間市 取手
市 つくば市 ひたちなか市 鹿嶋市 潮来市 常陸大宮市 那珂市 筑西市 稲敷市 か
すみがうら市 桜川市 神栖市 行方市 鉾田市 つくばみらい市 小美玉市 東茨城郡茨
城町 同郡大洗町 同郡城里町 那珂郡東海村 稲敷郡美浦村 北相馬郡利根町 

栃木県 宇都宮市 真岡市 大田原市 矢板市 那須塩原市 那須烏山市 芳賀郡益子町 同郡市貝
町 同郡芳賀町 塩谷郡高根沢町 那須郡那須町 同郡那珂川町 

千葉県 千葉市 銚子市 成田市 旭市 習志野市 我孫子市 浦安市 印西市 香取市 山武市 
山武郡九十九里町 同郡横芝光町 

新潟県 十日町市 中魚沼郡津南町 

長野県 下水内郡栄村 

 
別表第二（第二条第一項関係）  

青森県 八戸市 上北郡おいらせ町 

岩手県 盛岡市 宮古市 大船渡市 花巻市 北上市 久慈市 遠野市 一関市 陸前高田市 釜石市 
二戸市 八幡平市 奥州市 岩手郡雫石町 同郡葛巻町 同郡岩手町 同郡滝沢村 紫波郡紫波
町 同郡矢巾町 和賀郡西和賀町 胆沢郡金ケ崎町 西磐井郡平泉町 東磐井郡藤沢町 気仙郡
住田町 上閉伊郡大槌町 下閉伊郡山田町 同郡岩泉町 同郡田野畑村 同郡普代村 九戸郡軽
米町 同郡野田村 同郡九戸村 同郡洋野町 二戸郡一戸町 

宮城県 仙台市 石巻市 塩竈市 気仙沼市 白石市 名取市 角田市 多賀城市 岩沼市 登米市 栗
原市 東松島市 大崎市 刈田郡蔵王町 同郡七ケ宿町 柴田郡大河原町 同郡村田町 同郡柴
田町 同郡川崎町 伊具郡丸森町 亘理郡亘理町 同郡山元町 宮城郡松島町 同郡七ケ浜町 
同郡利府町 黒川郡大和町 同郡大郷町 同郡富谷町 同郡大衡村 加美郡色麻町 同郡加美町 
遠田郡涌谷町 同郡美里町 牡鹿郡女川町 本吉郡南三陸町 

福島県 福島市 会津若松市 郡山市 いわき市 白河市 須賀川市 喜多方市 相馬市 二本松市 田
村市 南相馬市 伊達市 本宮市 伊達郡桑折町 同郡国見町 同郡川俣町 安達郡大玉村 岩
瀬郡鏡石町 同郡天栄村 南会津郡下郷町 同郡檜枝岐村 同郡只見町 同郡南会津町 耶麻郡
北塩原村 同郡西会津町 同郡磐梯町 同郡猪苗代町 河沼郡会津坂下町 同郡湯川村 同郡柳
津町 大沼郡三島町 同郡金山町 同郡昭和村 同郡会津美里町 西白河郡西郷村 同郡泉崎村 
同郡中島村 同郡矢吹町 東白川郡棚倉町 同郡矢祭町 同郡塙町 同郡鮫川村 石川郡石川町 
同郡玉川村 同郡平田村 同郡浅川町 同郡古殿町 田村郡三春町 同郡小野町 双葉郡広野町 
同郡楢葉町 同郡富岡町 同郡川内村 同郡大熊町 同郡双葉町 同郡浪江町 同郡葛尾村 相
馬郡新地町 同郡飯舘村 

茨城県 水戸市 日立市 土浦市 石岡市 龍ケ崎市 下妻市 常総市 常陸太田市 高萩市 北茨城市 
笠間市 取手市 牛久市 つくば市 ひたちなか市 鹿嶋市 潮来市 常陸大宮市 那珂市 筑
西市 稲敷市 かすみがうら市 桜川市 神栖市 行方市 鉾田市 つくばみらい市 小美玉市 
東茨城郡茨城町 同郡大洗町 同郡城里町 那珂郡東海村 久慈郡大子町 稲敷郡美浦村 同郡
阿見町 同郡河内町 北相馬郡利根町 

栃木県 宇都宮市 小山市 真岡市 大田原市 矢板市 那須塩原市 さくら市 那須烏山市 芳賀郡益
子町 同郡茂木町 同郡市貝町 同郡芳賀町 塩谷郡高根沢町 那須郡那須町 同郡那珂川町 

千葉県 千葉市 旭市 習志野市 我孫子市 浦安市 香取市 山武市 山武郡九十九里町 

新潟県 十日町市 上越市 中魚沼郡津南町 

長野県 下水内郡栄村 
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別表第三（第二条第二項関係）  

青森県 三沢市 三戸郡階上町 

茨城県 古河市 結城市 

栃木県 足利市 

千葉県 銚子市 市川市 船橋市 松戸市 成田市 佐倉市 東金市 八千代市 印西市 富里市 印旛
郡酒々井町 同郡栄町 香取郡多古町 同郡東庄町 山武郡横芝光町 

 

 

 
 

◇「特定被災地方公共団体」と「特定被災区域」について  
第 177 回国会 -参議院-災害対策特別委員会- 平成 23 年 05 月 02 日 
○上野ひろし君 ……次に、法案の中身について幾つかお伺いをしたいと思います。今回の法案の対象となる

地域についてお伺いをしたいと思うんですけれども、条文を見ると、特定被災地方公共団体、それから特定

被災区域とあって、中には政令に委任されている部分というのもあると思うんですけれども、具体的にどの

ように定められる予定なのかというのをお伺いしたいと思います。 

○政府参考人（内閣府政策統括官 原田保夫君） お答えを申し上げます。まず、特定被災地方公共団体でご

ざいますが、これは災害復旧等への特別の財政援助の対象になるという公共団体でございますが、県につき

ましては九県、法律で規定をしております。それから、市町村につきましては、対象市町村は政令に落とし

ておりますけれども、これは通常は被害額を算定して、被害額を基準にして基準を決めるということでござ

いますが、今回こういう状況でございますので、そういった被害額を確定するのが困難だということで、外

形的な物差しで政令で市町村を指定しようということでございまして、具体的に申し上げますと、災害救助

法等が適用された中で、震度が六弱以上であるとか、住宅の全壊戸数が一定規模以上であるとか、大津波に

よる浸水被害が確認されているものとか、そういった被害を類推させるような外的な物差しで対象市町村を

選定しようというふうに思っております。 
 それから、特定被災区域ですが、これは被災者の方々に対する特別の助成措置の対象になる区域という

ことでございますが、これにつきましては災害救助法が適用された市町村、それから被災者生活再建法が

適用された市町村、そういったことを対象に考えているところでございまして、法の施行に合わせてそう

いった市町村を決める予定にしております。 
 

 


